
「平成２５年度 
液化石油ガス販売事業者等保安対策指針」 

の取組状況に関する参考資料 
 
 

平成２６年３月１３日 
 

経済産業省 商務流通保安グループ 
ガス安全室 

資料２－２ 

1 



目   次 

１．業界団体が全国的に展開している対策や宣言  《Ⅱ．柱書き》 
   

２．保安教育の確実な実施 《 Ⅱ ．１．（３）》 
   

３．ＣＯ中毒等事故防止対策 《 Ⅱ ． ３．（１）ア）、イ）、ウ）、（２）ア）》 
  

４．一般消費者等に起因する事故防止対策 《 Ⅱ ． ３．（２）イ）、ウ）、カ）、キ）》 
 

５．ＬＰガス販売事業者等に起因する事故防止対策 《 Ⅱ ． ３．（３）ア）、イ） 》 
 

６．質量販売に係る事故防止対策 《 Ⅱ ． ３．（４）ア） 》 
   

７．落雪対策 《 Ⅱ ． ３．（４）イ） 》 
  

８．自然災害対策 《 Ⅱ ． ４．》 
 

注：《》内は平成２５年度液化石油ガス販売事業者等保安対策指針の関連部分 

2 



１．業界団体が全国的に展開している対策や提言 
①「ＬＰガス安全安心向上運動」の実施状況（一般社団法人全国ＬＰガス協会） 

○一般社団法人全国LPガス協会（以下「全Ｌ協」という。）は、平成24年4月から平成
27年3月までの３年間を実施期間とする「ＬＰガス安全安心向上運動」をスタート。 

○これまでの事業の検証を踏まえ、都道府県協会自らが個別の企業と連携を密にし
た活発な運動を展開するよう計画して実施する。 

○平成２４年１０月に本運動の進捗状況アンケートを実施。平成２５年度上半期（Ｈ２５
年４月～Ｈ２５年９月）の結果をとりまとめ、公表した。 

「２３年度末までの事故防止対策」 
【重点項目 】 
ＣＯ中毒事故防止 

お客様の不注意による事故防止 

自然災害対策 

 

【徹底項目 】 
＜緊急対策第４弾の総ざらい＞  

１．販売事業者の法令遵守徹底 

２．埋設管事故防止  

３．業務用厨房施設等のＣＯ中毒事故防止  

４．販売事業者に起因する事故防止  

５．都道府県協会独自の対策 
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「ＬＰガス安全安心向上運動」 
（平成２４年４月から３年間） 
【実施目標 】 
死亡事故ゼロを目指す。 

販売事業者に起因する事故ゼロを目指す。 

全体の事故件数をできる限り減少させる。 

(数値目標としては、直近５年間（H18～H22）の

事故件数が平均約２２０件となっていることから、
３年間で１／３以下にすることを目指す。) 
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平成２４年度ＬＰガス安全安心向上運動の実施状況 

① 販売事業者に起因する事故防止対策  

販売店への講習会・・・・・・・・４５協会  

販売店への個別訪問・・・・・・１３協会  

 

② ＣＯ中毒事故防止  

販売店への講習会・・・・・・・・・２５協会  

チラシ・パンフシール等配布・・２２協会  

ＣＯ検知器の点検・検査・・・・・１２協会  

 

③ お客さまの不注意による事故防止  

販売店への講習会・・・・・・・・・２１協会  

展示会、イベント等・・・・・・・・・・９協会  

消費者向けチラシ等配布・・・・２４協会  

ＣＭ、広告等・・・・・・・・・・・・・・・８協会  

ガス栓カバー設置促進・・・・・・・９協会  

④ 自然災害等  

販売店への講習会・・・・・・・・１１協会  

消費者向けチラシ等配布・・・１２協会  

ＣＭ、広告等・・・・・・・・・・・・・・・５協会 

 

⑤ その他 の取組み 

ガス放出防止型高圧ホース取付・ 
期限管理・放置容器回収 

 

［都道府県協会がＨ24.4～Ｈ25.3までに実施した主なもの］ 



１．業界団体が全国的に展開している対策や提言 
②七協議会における行動基準の採択 
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○日本液化石油ガス協議会を始めとする
七協議会は、平成２４年１０月に以下の３
項目を行動基準として採択し、実態調査
を実施。平成２６年３月に結果をとりまと
め予定。 

 

（１）消費者に起因するＬＰガス事故の防止
対策としてのガス栓カバーの普及促進。 

（２）事業者に起因するＬＰガス事故の防止
対策としての調整器の期限管理の実態
調査。 

（３）業務用ＣＯ中毒の事故対策機器の普
及状況の実態調査。 



 

液化石油ガスの保安に特化した指導者の育成を行い（保安専門技術者指導等事業）、その指
導者が各地域で研修会を行ったり、中小の液化石油ガス販売所等で個別に指導を行うこと（地
域保安指導事業）により、全体的な保安レベルの維持、向上を図る。 

 

○保安専門技術者の育成（２５年度実績：研修延べ４５回、修了者数延べ４３０人） 
   ・法令指導講習 

   ・保安業務指導講習 

   ・ＣＯ中毒事故防止技術講習 

   ・業務用厨房機器メンテナンス講習 

   ・ＬＰガス災害対策講習 

指導者の育成（保安専門技術者指導等事業） 

 

○地域保安講習会の実施（２５年度実績：研修延べ１４１回、受講者数８，７５１人） 
○中小零細販売事業者への個別指導・点検調査指導 

                 （２５年度実績：事業所４３９カ所、受講者数９３１人） 
 

指導者による地域保安講習会等の実施（地域保安指導事業） 

２．保安教育の確実な実施 
保安専門技術者指導事業及び地方における講習会等 

液化石油ガス保安指導者の育成と講習会等の実施（委託事業） 
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食品工場及び業務用厨房施設における一酸化炭素中毒事故の防止について（要請） 
＜平成２５年７月１２日＞ 

 ○経済産業省から、次の団体の長宛てに実施要請 
 全国ＬＰガス協会、日本液化石油ガス協議会、全国ＬＰガス保安共済事業団 
 高圧ガス保安協会、日本ガス協会、日本コミュニティーガス協会 
   日本百貨店協会、日本チェーンストア協会、日本スーパーマーケット協会、日本フランチャイズチェーン協会、 
 日本ショッピングセンター協会、新日本スーパーマーケット協会 
○経済産業省から、次の関係省庁宛てに、関係機関・関係団体への注意喚起を要請 
総務省 消防庁 予防課 
厚生労働省（健康局 生活衛生課、労働基準局 安全衛生部 化学物質対策課） 
農林水産省（食品産業局 企画課、食料産業局 食品製造卸売課、食料産業局 食品小売サービス課 外食産業室） 
文部科学省 スポーツ・青少年局 学校健康教育課 
国土交通省 観光庁 観光産業課 
経済産業省（製造産業局 産業機械課、商務情報政策局 日用品室、商務流通グループ 製品安全課、流通産業課） 
 

（１）ガス消費設備使用中は、冷暖房機を使用する時期においても、必ず換気（給排気）を実施。 

（２）ガス消費設備の点検（使用開始時と使用終了時、１日１回以上の作動状況点検等）及び異常時の適切
な措置。 

（３）日頃からの手入れの実施、自然災害後及び停電時の注意。 
（４）グリスフィルター、脱臭フィルター等の定期的な清掃又は交換。 
（５）万一の不完全燃焼に備えた業務用換気警報器の設置。 

内容：ガス消費設備の使用者と管理者への注意喚起 

7 ～平成22～24年度にも同様の注意喚起を関係省庁に要請～ 

◎食品工場及び業務用厨房施設でのＣＯ中毒事故 
  平成２５年：３件（死者１名、症者４名）、平成２４年：６件（死者０名、症者３４名） 

３．ＣＯ中毒等事故防止対策 
①食品工場及び業務用厨房施設へのCO中毒事故防止注意喚起 

（平成２５年７月１２日） 
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（総務省消防庁宛の例） 

要 請 文 書 
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【参加省庁】 
内閣府 消費者庁 消費者安全課 

総務省 消防庁 予防課 

文部科学省 スポーツ・青少年局 学校健康教育課 

厚生労働省 健康局 生活衛生課 

厚生労働省 労働基準局 安全衛生部 化学物質対策課 

農林水産省 食料産業局 食品小売サービス課 外食産業室 

農林水産省 食料産業局 食品製造卸売課 

国土交通省 観光庁 観光産業課 

経済産業省 製造産業局 産業機械課 

経済産業省 商務情報政策局 日用品室 

経済産業省 商務流通保安グループ 製品安全課 

経済産業省 商務流通保安グループ 高圧ガス保安室 

経済産業省 商務流通保安グループ ガス安全室 
10 

○業務用厨房施設等における一酸化炭素（ＣＯ）中毒により、消費者、労働者が被
災する事故が多発している状況を踏まえ、危害防止に資する事故情報や行政の
取組事例等の情報交換を目的として、関係省庁による会議を設置。 

○平成２２年４月に第１回を開催、平成２５年６月２７日で４回目。 

○第４回は、事故の状況、普及啓発活動及び技術開発の状況について、関係機関
から、報告を実施。 

３．ＣＯ中毒等事故防止対策 
②業務用厨房施設等における一酸化炭素中毒事故連絡会議（平成２５年６月２７日） 



   経済産業省本省は、ＣＯ中毒事故の防止のため、厚生労働省の関係団体であ
る全国調理師養成施設協会に対し、パンフレットのＵＲＬをお伝えし、平成２５年
６月２０日付け協会の機関誌に掲載頂いた。 
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３．ＣＯ中毒等事故防止対策 
③全国調理師養成施設協会への注意喚起（平成２５年６月２０日） 
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３．ＣＯ中毒等事故防止対策 
④業務用厨房メンテナンスによる事故防止ついての注意喚起のためのリーフレット 

○経済産業省は、総務省消防庁と協力し、業務用厨房でのガス機器等の清掃・メンテナ
ンスについて、リーフレットを作成。 

○平成２６年３月１日～７日に行われる「平成２６年春季全国火災予防運動」にて、総務
省消防庁から東京消防庁や全国消防本部へ通知。ホームページへ掲載。 

http://www.meti.g

o.jp/policy/safety_

security/industrial

_safety/sangyo/lp

gas/files/1028chu

bo.pdf 

13 
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○平成２５年６月１２日、沖縄県内のパン
屋において、業務用オーブンを使用中、
従業員１名が死亡、１名が中毒となる事
故が発生。 
 

○一般社団法人沖縄県高圧ガス保安協
会は、平成２５年６月１７日付けで、会員
のＬＰガス販売事業者に、自社の供給す
る業務用施設に対し、換気（吸気・排気）
の注意喚起徹底、ＣＯ警報器等の安全機
器の取り付け促進、業務用施設の再点
検の実施等の保安対策の徹底を依頼。 
 

３．ＣＯ中毒等事故防止対策 
⑤業務用厨房実態調査の結果及び各主体に推奨する取組等について 

（平成２５年６月１７日） 



○平成２４年２月２１日に発生した業務用 
  厨房におけるめんゆで器の不適切使用  
  に係る事故を契機に、めんゆで器に係 
  る実態調査を実施。 
 
○その結果及び各主体に推奨する取組 
  等について公表。 
 
○平成２５年６月５日に日本厨房工業会、 
  めんゆで器メーカー等と開催したそば釜 
  等事故対策会議で調査結果や最近の 
  事故状況について説明し、事故防止の 
  ための情報交換を実施。 

３．ＣＯ中毒等事故防止対策 
⑥業務用厨房実態調査の結果及び各主体に推奨する取組等について 

（平成２５年１月２４日） 
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http://www.meti.go.jp/policy/safety_sec

urity/industrial_safety/oshirase/2013/01/

250124-2.html 



業務用厨房機器の使用者の皆様へ 
○業務用厨房機器の使用時には給排気が適切に行われているか確認してください。また、異常を感じた場合は、使用
を中止し、メーカーによる点検を受けてください。 

○業務用厨房機器には見えない部分や清掃できない部分があるため、メーカーによる定期的なメンテナンスを受けて
ください。 

○製造年が不明な業務用厨房機器は、機器管理の要となる定期的なメンテナンス、経年劣化の判断、買換時期の決
定等に支障を来す恐れがあることから、使用者自らが設置した時期を明示し、自主管理してください。 

液化石油ガス販売事業者の皆様へ 

○今回の事故の対象となったＡ社製のめんゆで器（同一型式及び類似型式）の使用者に対しＡ社の対応(※)を紹介し、
対策を促してください。 

  ※Ａ社の対応：排気筒を延長するカバー（高さが高く、上面に物が置けないよう傾斜が付いている。）を作成し、警告
シールとともに無償で提供中。 

○定期消費設備調査等の機会に、業務用厨房機器の設置環境や使用状況を確認し、使用者に対して、清掃、修理、
オーバーホール、ＣＯ濃度測定等の定期的メンテナンスの必要性を働きかけてください。 

○使用者に対し、業務用厨房における事故事例（本省ＨＰに掲載されている事故事例や高圧ガス保安協会作成の冊
子等）を活用し、ＣＯ中毒事故防止のための注意喚起を行ってください。 

業務用厨房機器のメーカーの皆様へ 

○使用者による誤った使用を避けるため、機器の構造で予防できるよう設計を工夫するとともに、厨房機器の使用者
に対して、その適切な使用方法を周知してください。 

○使用者に対し、定期的なメンテナンスの重要性を説明し、その実施を促してください。 

○メーカー、型式、製造年が不明な機器も見受けられており、業務用厨房機器の定期的なメンテナンス、経年劣化の
判断、買換時期の決定等に支障を来す恐れがあります。厨房の使用環境でも容易に消えないよう、メーカー、型式、
製造年の表記方法を検討し、実施してください。 
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３．ＣＯ中毒等事故防止対策 
⑦業務用厨房実態調査の結果及び各主体に推奨する取組等について 

（平成２５年１月２４日） 



○経済産業省は、消費者に対するＣＯ中毒事故防止の注意喚起のためのリーフレット
を作成し、ホームページに掲載。 

 

 

３．ＣＯ中毒等事故防止対策 
⑧消費者への注意喚起 
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http://www.meti.go.jp/

policy/safety_security/

industrial_safety/sang

yo/lpgas/files/1016CO

chudoku.pdf 



３．ＣＯ中毒等事故防止対策 
⑨安全なガス機器への交換促進のためのリーフレット 

○ＬＰガス安全委員会は安全なガス機器への取替え促進についてのリーフレットを平成２
６年２月に作成、周知。 

18 
http://www.lpg.or.jp/download/pdf/furuigasukigu_dw.pdf 



○経済産業省は、以下の専門紙等に、ＣＯ中毒事故防止の注意喚起のための広告を
掲載（平成２５年１０月及び平成２６年１月）。 

 
saita 
レタスクラブ 
女性セブン 
主婦連たより 
全地婦連 

日本外食新聞 
全飲連ニュース 

 

 

１０月の例 

３．ＣＯ中毒等事故防止対策 
⑩ＣＯ中毒事故防止についての注意喚起のため、専門誌への広告掲載 
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○経済産業省は、消費者に対するＣＯ中毒事故防止の注意喚起のための広告を 
 全国紙（２紙）、地方紙（１４紙）、交通機関に掲載（平成２５年１０月から平成２６年２月） 

１０月の例 
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３．ＣＯ中毒等事故防止対策 
⑪消費者への注意喚起のための新聞広告等（平成２５年１０月から平成２６年２月） 
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出典：平成24年度版中学校理科教科書「理科の世界2年」 
大日本図書(株) 

○学校教育においても、ＣＯ
の発生の理由、危険性、発
生を防ぐための対策等につ
いて、理科や保健・体育の
教科書に掲載されている。 

 

３．ＣＯ中毒等事故防止対策 
⑫学校教育における教科書への掲載による注意喚起 
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○一般社団法人全国ＬＰガス協会は、平成２６
年３月に、小学校や図書館に対し、ＬＰガスに
ついて漫画で解説した副読本を作成、配布。 

４．一般消費者等に起因する事故防止対策 
①漫画で解説した副読本の作成・発行 

出典：漫画でよくわかるＬＰガス「未来からの宿題」  

    一般社団法人全国ＬＰガス協会 


